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定期監査の結果について 

 

第１ 監査の対象及び実施期間 

市民生活部 

   市民安全課、自治会支援室、多文化共生推進室、環境対策課、 

   ごみ政策課、ゼロカーボンシティ推進室、リサイクルプラザ、 

   防災危機管理課 

対象期間 令和５年４月１日から令和５年７月３１日までの所管業務 

実施期間 令和５年８月２２日から令和５年１０月２７日まで 

 

第２ 監査の方法 

  小牧市監査基準に準拠し、共通する収入・支出事務、契約事務、財産管

理等の財務事務及び所管する個別の事業において、それぞれ抽出による関

係書類や監査資料等を調査するとともに、関係職員から説明を求め、財務

に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令に適合し、正確で、

最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に

努めているかに主眼をおいて監査を実施した。 

 



 

 

第３ 監査の結果 

  監査を実施した範囲においての各所管の事務処理状況については、一部

の是正・改善を要する事項を除き、適正に執行されていると認められた。

なお、軽微な事務の誤りについては、その都度是正指導を行った。 

  各所管の監査の結果及び意見は次のとおりである。 

 

【市民生活部】 

   

《 市民安全課 》 

指摘事項なし 

 

意 見 

・ 市民安全課においては、安全で安心して暮らせるまちを目指して、交通

安全対策や防犯対策、消費生活相談業務に取り組まれている。 

消費生活相談においては、毎月内容を集計して相談の傾向をつかみ、消

費トラブルなどの事例を市民に周知している。成人年齢の引き下げの影響

もあり若年層からの相談も増えているが、やはり高齢者の相談が多いため、

高齢者への周知は市広報を主に、早急な周知が必要な事例は SNS を活用す

る等、様々な媒体を利用されているとのことである。消費生活センターの

活用促進も含め、引き続き効果的な周知方法を検証し業務に取り組まれた

い。 

・ 交通安全対策については、自転車乗車用ヘルメットの購入補助を実施さ  

れている。自転車乗車時のヘルメット着用が努力義務化され、報道等の効  

果もあり補助件数は増加しているとのことである。小牧警察署の協力のも 

と実施されている交通安全教室の中でも、ヘルメット着用の重要性を伝え

られているが、今後も啓発の機会をとらえ交通安全意識向上に努められた

い。 

 

《 自治会支援室 》 

指摘事項なし 

 

 



 

 

意 見 

・ 自治会支援室においては、多数の集会施設を所管されているが、利用状

況は施設によって大きな差がある。公共ファシリティマネジメント基本方

針では、「利用の少ない会館のあり方を検討します」とされており、今後、

集会施設の利用度や稼働率、立地状況、劣化状況などを加味して方向性を

検討していくとのことである。 

引き続き計画的な維持修繕により施設の長寿命化を図るとともに、利用

度や稼働率の少ない集会施設のあり方については、関連する他部署とも連

携し、具体的な検討に取り組まれたい。 

 

《 多文化共生推進室 》 

指摘事項 

・ 契約事務について 

   契約書に貼付された収入印紙の金額が誤っていたもの 

 

意 見 

・ 多文化共生推進室においては、市民が多文化共生を推進していくために

小牧市多文化共生推進プラン第２次プランを策定し、市民ワークショップ

やアンケート、調査によりその達成状況を測定されている。今年度開催し

たワークショップにおいては、小牧市国際交流協会の会員も多く参加され、

文化の違いを認識し相互理解を深めることができたとのことであった。 

今年度は外国人集住都市会議の開催市となっていることから、多文化共

生への理解を深めてもらう機会とするとともに、引き続き小牧市国際交流

協会と連携を図り多文化共生の推進に努められたい。 

・ 本市は外国人市民の割合が多いことから、やさしい日本語を含む６言語 

の外国語版生活情報誌を作成している。市ホームページからも閲覧するこ 

とができ、外国人市民の生活に必要な情報を提供されている。生活情報誌 

のデジタル化には課題も多いとのことであるが、新しい情報を提供する上 

では有効な方法であることから、今後検討に取り組まれたい。 

 

《 環境対策課 》 

指摘事項なし 



 

 

意 見 

・ 環境対策課においては、生活排水による水質汚濁を防ぎ、生活環境の保

全を図るため、合併処理浄化槽の設置に対し補助を行っており、予算の執

行状況は令和３、４年度ともに予算額に達したとのことである。 

令和４年５月に策定された小牧市汚水適正処理構想により合併処理浄

化槽の対象区域が増加となったことから、適切な予算を確保し、引き続き

快適で住みよい生活環境の向上に取り組まれたい。 

・ 犬及び猫の必要以上の繁殖の抑制と動物保護に資するため、飼い犬及び

飼い猫、飼い主のいない猫の去勢避妊手術に対して補助を行っている。 

  飼い主のいない猫における補助については、令和４年度からこまき応援

寄附金に「不幸な猫を増やさないコース」を創設して財源を確保し、補助

額を増額したことに加え、今年度からより申請しやすい方法に変更したこ

とで申請件数も増加したとのことである。 

補助の効果により犬猫の殺処分、飼い主のいない猫による糞尿被害等、

地域における問題の減少に繋がることを期待する。 

 

《 ごみ政策課 》 

指摘事項なし 

 

意 見 

・ 公共用地等に不法投棄された廃棄物は、令和２年度以降減少傾向にある。

これは、不法投棄されやすい場所への赤色灯、センサーライト等の設置や、

区への監視カメラの貸し出し又は購入補助といった不法投棄防止対策の

実施に加え、市民参加のクリーンアップ活動などの取組が結果に繋がって

いるとのことである。今後も引き続き不法投棄を防ぎ、生活環境の保全に

努められたい。 

・ 本市においては外国人市民の割合が高く、ごみと資源を細かく分別し決

められた日に出すというルールを理解し対応してもらえるよう日本語を

含む８言語に対応したごみ分別アプリ「さんあ～る」を導入し、活用の促

進に努められている。日本語アプリ「ごみの日ナビ」が令和６年３月をも

って終了予定であることから、今後は、統合を含めて周知啓発を推進し、

市民のごみ分別における高い意識が維持されることを期待する。 



 

 

《 ゼロカーボンシティ推進室 》 

指摘事項なし 

 

意 見 

・ ゼロカーボンシティの実現に向け、地球温暖化対策や脱プラスチックを

推進するため令和５年度に新設されたゼロカーボンシティ推進室におい

ては、７月から LED 照明器具等への買い替えに対し補助を行っている。補

助金申請の受付は令和６年２月末までであるが、監査実施時点で補助金額

の予算執行率は半分以下にとどまっている。 

  LED 照明器具への買い替えにより、家庭における電気代の負担軽減と二

酸化炭素排出量削減が期待できることから、補助制度の利用促進と併せて

市民の環境意識の向上を図られたい。 

・ 令和４年９月に策定された「ゼロカーボンシティ実現に向けた市の環境

率先行動基本方針」に基づき、太陽光発電設備の導入の可能性について調

査委託を行っている。導入された施設での発電量や二酸化炭素の削減量は、

カーボンニュートラルを実現するにあたり目に見える成果指標となるこ

とから、イニシャルコストや構造体の加重条件等も考慮しつつ導入の検討

に取り組まれたい。 

 

《 リサイクルプラザ 》 

指摘事項 

・ 庶務事務について 

   法定休日労働の割増率を誤って支給していたもの 

 

意 見 

・  リサイクルプラザ運転及び施設管理業務委託において、受託者から提

出された下請負承認願に対して出された承諾に関する通知における公印

が省略されていた。小牧市文書取扱規程において、本市の機関に発する文

書及び軽易な文書については、公印を省略することができると定められ

ているものの、行政権の行使に係る文書や、意思表示に係る文書その他権

利義務に影響を与える文書は軽易な文書には該当せず、公印を省略する

ことはできないことから、適切な事務の執行に努められたい。 



 

 

・  家庭で不要となった自転車を修理し、希望者に抽選で渡す修理再生品

事業を行っている。受益者負担の観点から、自転車の修理費用の一部を当

選者に負担してもらっているが、修理再生品自転車 1 台当たりの経費は、

修理委託料と検査手数料で３万円ほどかかっている。毎月３台の修理再

生品自転車に対し、100 人を超える応募があるとのことであるが、費用対

効果の観点から受益者負担額の見直しを含めた事業のあり方を検討され、

引き続き再資源化啓発を推進されたい。 

 

《 防災危機管理課 》 

指摘事項なし 

 

意 見 

・ 防災危機管理課においては、国の防災基本計画に基づき、小牧市地域防

災計画を始めとした各種計画を体系的に整備されており、災害時における

応急対策業務については、実施手順を時系列にまとめた初動体制マニュア

ルを作成されている。また、地域協議会や自主防災会等の協力のもと、総

合防災訓練と地域の防災訓練を同時開催することにより、避難所開設や運

営、防災無線での無線交信等、実災害を想定した訓練を実施されている。 

  災害時の被災者支援活動等においては、企業や団体の協力を得る必要が

あるため災害協定締結を推進されているとのことである。 

初動対応は、事業復旧や二次災害の防止に大きく影響するため重要な対

応であり、有事の際にこれらの計画等が機能するよう、平時より職員の意

識づけを行うとともに関係団体との連携を図り、実効性を高めるよう取り

組まれたい。 


